

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































社（東急不動産）は、昭和 42年 9月 8日の取
締役会において、発行数184万4500株のうち
176万 6750株を公募する旨を決議し、この
176万 6750株について 1株 115円の発行価額
でＢ証券会社（被告）に買取引受させる旨を
決議した。Ａ社株主Ｘは、本件発行価額決定























































社（横河電機製作所）は、昭和 37年 2月 27日
の取締役会において、発行数200万株を公募
する旨を、また、同年6月26日の取締役会に



























































































の権利を失う（平成 17年改正前商法 280条の 5
第 3項〔会社法 204条 4項〕）。平成 17改正前商
法では、そうして生じた失権株の処分につい
ては取締役会で自由に処理できるものとされ
















































































































込期日平成 2年 4月 11日）。新株は、Ｙに 10万
株、Ｙの息子Ｂに 10万株割り当てられた。





























































































































































































































































































































































































































































































34．東京高判昭和 48年 2月 28日（金融・商事判
例503号18頁）。







判例批評」法学新報 99巻 9・ 10号（平成 4年）
185頁以下、前田雅弘「 判例批評」商事
法務1357号（平成6年）38頁以下、江頭憲治郎
































































53．東京地八王子支判昭和 38年 8月 30日（下民
集14巻8号1676頁）
尚美学園大学総合政策研究紀要第11号／2006年３月
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